
 

 

社会保険庁の組織・業務の見直しについて 
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○ 社会保険庁の業務や組織の在り方については、内閣官房長官の下に置かれた「社会保険庁の在り方

に関する有識者会議」において基本に立ち返った検討が行われており、来年夏を目途に結論をいただ

くこととなっている。 
○ 社会保険事業の運営主体は、次のような基本的な要素を満たすことが求められる。 
 

１ 社会保険庁の組織の見直しについて 

・ 国民の信頼の下で、将来にわたり、持続可能性を有すること 

・ 被保険者情報の保護の徹底が図られること 

・ 強制徴収等の公権的な行為を迅速・確実に行えること 

・ 効率的・効果的に業務を行うこと 

社会保険庁の組織・業務の見直しについて 
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   ○ 年金相談に関し、ファイナンシャルプランナーの活用、金融機関における対応など、民間ビジネスとしての環境整備

方策について検討する。 
   ○ 入力事務等の外部委託を拡大し、社会保険事務所における業務の重点化を図る（１７年度）。 
   ○ 既に外部委託している事業等について事務局単位からブロック単位に委託先を集約化するなど、効率化を図るための

モデル事業を実施する（１７年度）。  

 

○ 社会保険業務を行うに際しては、どのような運営主体であっても、効率的・効果的な組織であるこ

とが必要と考えており、現在、社会保険庁としては、緊急対応プログラムに沿った改革を進めている。

○ 効率的で質の高いサービスの実現を目指し、職員が一丸となって社会保険業務に取り組むとともに、

権利義務の確定などのコア業務以外について、業務効率化の観点から外部委託の範囲の拡大を進める。

２ 社会保険業務の見直しについて 

（１）基本的考え方 

 ※ 緊急対応プログラム（抜粋） 
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○ 業務効率化の観点から外部委託の範囲の拡大を進めるが、まずは喫緊の課題である国民年金保険料

の納付率向上に向けて、現在、国民年金保険料収納業務の外部委託の拡大について検討中。 
○ また、高齢化の進展や国民年金制度への関心の高まりによって、年金相談件数が増加する中、年金

相談業務に関して、外部委託の拡大について検討中。 

○ 届書等の入力業務 
○ 年金給付業務における振込通知書等の作成・発送業務 
○ 電話相談業務 
○ 国民年金保険料納付督励業務 
○ 未適用事業所に対する巡回説明（社会保険労務士へ委託） 

（２）これまでの主な外部委託事例 

（３）今後の外部委託の促進について 



－ ４ － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 電話による納付督励業務の委託範囲の拡大 
・ 現在実施している電話による納付督励の委託について、納付督励対象者を現在の短期未納者から、長期未

納者や１次的な接触では納付約束を得られなかった者等へ拡大する。 

○ 戸別訪問による納付督励業務の委託 
・ 現在、納付督励業務については、電話による納付督励業務のみ外部委託を行っているが、新たに、電話納

付督励を踏まえて実施する未納者に対する戸別訪問による納付督励業務を外部委託する。 
  ○ 保険料の納付委託の拡大 

・ 現行の納付委託制度（例：コンビニにおける収納）を活用し、対象となる業種を拡大した上で、納付督励

に応じた未納者からの保険料の収納を委託する。 

  ※ これらの業務を個別に又は包括的に委託。  

① 委託業務のイメージ 

○ 所得情報に関わる免除対象者、強制徴収対象者となり得る未納者について、引き続き社会保険庁が自ら実施。

国民年金保険料収納業務の外部委託のイメージ 
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具体的な実施方法については、今後更に検討することとしているが、現時点において、少なくと

も以下の点が検討課題として考えられる。 
 
○ 個人情報の保護 
・ 未納者の情報を委託業者に提供するに当たり、行政機関個人情報保護法等に基づき、安全確保の措置等を

どのように担保するか。 
○ 新たな仕組みへの被保険者の理解の確保 
・ 国民年金保険料の納付督励等のために民間企業が戸別訪問することがなかった中で、このような新しい仕

組みへの被保険者の抵抗感を和らげるような措置をいかに構築するか。 
○ インセンティブの付与 
・ 委託額の設定に当たって、どのようにインセンティブの働くものとすることができるか。 

○ 進捗管理 
・ 対象被保険者ごとに、どのような納付督励がいつ、どの程度行われたか、実際に納付されたかどうか等を

社会保険庁としてどのように効率的に管理していくのか。 
○ 対象地域の設定 
・ 当面は、例えば一部の社会保険事務所において試行的に実施するなど、段階的な導入について検討が必要。

② 検討課題 
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年金相談業務の外部委託のイメージ 

○ 電話相談業務 
・ 社会保険庁から送付した通知書等に関する問合せ等の電話による年金相談の外部委託について、さらに民間企

業を活用する。 
 
○ 相談関連業務 
・ 新たに、文書、インターネット等による年金相談のような即時対応を求められない年金相談において、相談者

に係る被保険者記録の抽出等の回答作成補助業務を外部委託する。 

① 外部委託のイメージ 

○ 裁定請求書の受付・審査業務など権利義務の確定に直接結びつく面談による年金相談について、引き

続き社会保険庁が自ら実施。 

・ 社会保険庁から被保険者等への積極的な年金個人情報提供を推進することにより、ファイナンシャルプランナー等

が、被保険者等が入手した自己の年金個人情報を用いて、年金相談業務を行う基盤を整える。 

※ 民間ビジネスとしての年金相談 
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具体的な実施方法については、今後更に検討することとしているが、現時点において、少なくとも以

下の点が検討課題として考えられる。 

○ 個人情報の保護 

・  被保険者等の情報を委託業者に提供するに当たり、行政機関個人情報保護法等に基づき、安全確保の措置等を

どのように担保するか。 

② 検討課題 


























































































